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ポイント１．人事担当者のミッショ
ン

下図に示すとおり、�企業業績が好調のときは、
�要員も�人件費も労働分配率を最大限考慮しな
がら、伸張させることができる。しかし、最近の

経済状況の如く企業業績が悪化している局面にお

いては、�要員、�人件費ともに縮減せざるを得
ない。

この局面で人事担当者のミッションは、概ね次

の３つに整理することができよう。

� 業績回復時期の見透しがつかない状況の中で、

人件費計画を立案し、

� 現場回転要員と支払許容人件費とのマッチン

グを実現すると同時に、

� 人員整理はソフトランディングでいくか、ハー

ドランディングでいくかを熟慮し、後々問題が

起こらないように遂行する。

このように、如何にしてこの不況を乗り切るか

の具体的な人事施策を迫られるものの、現実には

この３つが常に頭の中をグルグルと駆け巡り、な

かなか施策を打ち出せないというのが本音ではな

いだろうか。

ポイント２．人員整理の順番

現実に人員整理をやむなく実施する局面におい

ては、どこから手をつけるのかという問題がある。

正規社員が先か、非正規社員が先かという問題で

ある。これについては、以下の判例が示すとおり、

順番としては非正規社員が先との判断で原則問題

はない。

●参考判例（最判昭和６１年１２月４日判タ６２９号１１７

頁）

�非正規社員の雇用関係は比較的簡易な採用手続

きで締結された短期的有期契約を前提とするも

のである以上、雇い止めの効力を判断すべき基

準は、いわゆる終身雇用の期待のもとに期間の

定めのない労働契約を締結している、いわゆる

正規社員を解雇する場合とは自ずから合理的な

人員整理と非正規社員の労務マネジメント

人人のの問問題題をを取取りり扱扱うう上上でで企企業業人人事事担担当当者者がが何何よよりり気気をを揉揉むむののはは、、そそのの取取扱扱いいがが合合法法的的かか否否かか、、すすなな
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いい状状況況にに至至っってていいるる。。企企業業業業績績がが悪悪化化すするる状状況況ににおおいいてて、、合合法法的的にに非非正正規規社社員員をを有有効効活活用用ししてていいくくにに
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�原則論

期間の定めのある労働契約が期間満了に
よって終了するのは当然のことで、当該
期間が更新されたとしても、更新された
期間が満了すれば、その時に労働契約は
終了する。

�例 外

しかし、更新手続が形骸化しており、使
用者の言動その他からして、労働者にお
いて更新が期待し得るような状況にあっ
た場合には、雇い止めは実質的には解雇
とされる場合がある。

�採用するとき
雇用契約は必ず書面で
→従事する仕事、賃金、契約期間、
更新条件等

�契約期間中

現場管理職の教育徹底
→むやみに契約更新の期待を抱か
せる言動は慎む
例）「また、来年も頼むよ！」は NG

�更新するとき

雇用契約は契約期間毎に必ず更新
する。更新にあたって新たな条件
を決定するなど更新を形骸化させ
ない
→雇用契約の自動更新は NG

差異があるべきである。

�従って、事業上やむを得ない事由により人員削

減をする必要があり、その余剰人員を他の事業

部門へ配置転換する余地もなく、非正規社員全

員の雇い止めが必要と判断される場合には、こ

れに先立ち、期間の定めなく雇用されている従

業員につき、希望退職募集の方法による人員削

減を図らなかったとしても、それをもって不当・

不合理であるということはできず、希望退職者

の募集に先立ち、非正規社員の雇い止めが行わ

れてもやむを得ないというべきである。

ポイント３．実際に起きること

人員整理を行う上では、実務的に次のようなこ

とが起こることを想定しておかなければならない。

�対象部署選定（どの部署をターゲットにする
か）

�雇用調整メニュー（雇止・一時休業・解雇等）
�対象期間（いつからいつまでなのか）
�対象人員数（何人がターゲットになるのか）
�対象者（誰がターゲットになるのか）
�全社説明（会社としての方針説明）
�個別フォロー（ターゲット者との個別面談）
上記７項目が通常想定されることであるが、こ

れとは別に、「�代償メニューの設定と支給」が必
要となろう。これは法的義務ではないものの、当

面の生活補填や転職活動支援、対象者への慰謝的

意味合いを持たせるものとなる。直接的に言えば、

後々の「企業リスクヘッジ剤」として機能して欲

しいとの含みを持たせるものである。

ポイント４．雇い止め

非正規社員は有期契約を前提としているため、

当初契約期間満了後は、�契約満了による退職か、
�引き続き契約を更新するかいずれかの選択肢を
企業は迫られることになる。�がいわゆる「雇い
止め」の問題である。この雇い止めについては、

現在までいくつかの通達や指針が当局から出てい

るが、ここでは実務上の視点で整理しておきたい。

●非正規社員、雇い止めのポイント

� 更新回数が問題なのではない

期間契約が期間満了によって終了するのは当然

で、この期間が更新されても更新された期間が満

了すれば、その時に労働契約は終了する。更新が

何度繰り返されようと、この事実に変わりはない。

� 更新手続きと労働者の期待権が問題

しかし、更新手続きが形骸化している場合や会

社の言動その他の事情からして、労働者において

更新を期待し得るような状態にあった場合には雇

い止めは実質的に解雇とみられる。すなわち、期

間の定めがあるものの、実質的には期間の定めが

ないものと取り扱われてきている場合には、単に

期間満了による契約終了というわけにはいかない。

●非正規社員契約管理のポイント
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�雇止するとき

有期労働契約を更新しない場合は、
少なくとも契約期間満了日の３０日
前までに、本人に対して雇い止め
の予告をする。

１日または１週間の所
定労働時間または１ヶ
月の所定労働日数が正
社員のおおむね４分の
３以上ない

加入できない

１日または１週間の所
定労働時間および１ヶ
月の所定労働日数が正
社員のおおむね４分の
３以上ある

加入しなければならない

計算

６２．５％

１００％

今回のパート

５時間

２０日

正社員

８時間

２０日

１日の労働時間

１ヶ月の勤務日数

年間総額人件費（a）＋（b）

６５，１６０，０００

１３０，３２０，０００

３９０，９６０，０００

６５１，６００，０００

１，３０３，２００，０００

年間保険料会社負担（b）

７，５６０，０００

１５，１２０，０００

４５，３６０，０００

７５，６００，０００

１５１，２００，０００

社会保険

厚生年金

３６８，４００

７３６，８００

２，２１０，４００

３，６８４，０００

７，３６８，０００

健保

１９６，８００

３９３，６００

１，１８０，８００

１，９６８，０００

３，９３６，０００

労働保険

雇用保険

４３，２００

８６，４００

２５９，２００

４３２，０００

８６４，０００

労災

２１，６００

４３，２００

１２９，６００

２１６，０００

４３２，０００

年間賃金（a）

５７，６００，０００

１１５，２００，０００

３４５，６００，０００

５７６，０００，０００

１，１５２，０００，０００

人数

５０

１００

３００

５００

１，０００

労働条件

月例
賃金

９６，０００

勤務
時間
／日

６

勤務
日数
／月

２０

時給

８００

ポイント５．不況を乗り切る人事施
策

人事担当者には、極力、人員整理の最終手段た

る解雇は回避したいという本音がある。「人員整理

実施＝企業リスク増大」との構図がすぐさま頭を

よぎるからである。ならば、雇用を維持するため

に、何ができるかである。「人を減らさずに、人件

費を減らす」ことが実現できるかである。

非正規社員の人件費には、大まかに�労働に伴
う時給、�社会保険料（会社負担分）、�労働保険
料（会社負担分）が考えられる。この３つの要素

を眺めたときに、�については１日または１ヵ月
の労働時間削減、あるいは時給カット（賃金カッ

ト）が考えられる。そして、�および�について
は、所定労働条件変更による�の社会保険脱退が
想定できる。

考え方によっては泥臭い手法と言われるかもし

れないだろうが、社会保険を脱退することによっ

て企業の人件費は大幅に削減できるのは事実であ

る。

●あらためて社会保険の加入義務

ここで非正規社員の社会保険の加入要件につい

て整理しておきたい。「４分の３」という数字はご

存知と思うが、「および」という、もう一つ大事な

ポイントはご存知だろうか。以下の表を見比べて

もらいたい。

具体例で説明しよう。

「次の A・B・Cの労働条件でパート Dを雇

う場合、社会保険と労働保険に加入させる必

要はあるか？なお、正社員の所定労働時間は

１日８時間で月勤務日数は２０日となってい

る。」

Ａ契約期間＝１年

Ｂ所定労働時間＝１日５時間（月勤務日数

２０日）

まず、労働保険（雇用保険と労災保険）は問題

なく加入である。雇用保険は、�１年以上雇用見
込あり、と�週所定労働時間が２０時間以上の両方
の要件を満たす場合は加入。労災保険は賃金を受

ける者は契約形態を問わず即加入だからである。

問題の社会保険（健康保険と厚生年金）はどう

か。結論から言うと、本ケースの場合、社会保険

に加入させる必要はない。理由は下表で整理する

とおり、所定労働時間が正社員の４分の３（＝７５％）

を満たしていないからである。

この前提を応用すると、非正規社員の労働条件

を変更することによって社会保険料を大幅に削減

できることは想像がつくであろう。

以下に概算試算例を示すので、自社でもどれく

らいインパクトが生じるのか試算をしてみて欲し

い。

パターン A

労働条件により労働保険＋社会保険両方に加入
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年間総額人件費（a）＋（b）

４８，６４８，０００

９７，２９６，０００

２９１，８８８，０００

４８６，４８０，０００

９７２，９６０，０００

年間保険料会社負担（b）

６４８，０００

１，２９６，０００

３，８８８，０００

６，４８０，０００

１２，９６０，０００

社会保険

厚生年金

―

―

―

―

―

健保

―

―

―

―

―

労働保険

雇用保険

３６，０００

７２，０００

２１６，０００

３６０，０００

７２０，０００

労災

１８，０００

３６，０００

１０８，０００

１８０，０００

３６０，０００

年間賃金（a）

４８，０００，０００

９６，０００，０００

２８８，０００，０００

４８０，０００，０００

９６０，０００，０００

人数

５０

１００

３００

５００

１，０００

労働条件

月例
賃金

８０，０００

勤務
時間
／日

５

勤務
日数
／月

２０

時給

８００

非正規社員の人事施策 狙い

�組織全体における非正規社員の
位置づけの明確化

あくまで臨時活
用

�組織内期待ミッションと個人ス
ペックによるマトリクス人事が
実現できる賃金／評価制度の構
築

人事評価による
差別処遇

�事業計画を前提にした人件費／
要員計画立案と推進

回転要員と人件
費のマッチング

�契約当事者納得を前提にした労
働契約・条件管理

メリハリ採用／
更新／雇止

�雇止めの論理を知らしめるため
の現場管理職教育

契約更新期待権
遮断

�実務支援を可能ならしめる人事
システムの選定と有効活用

データに基づく
労働条件マネジ
メント

パターン B

労働条件により労働保険のみ加入

そして、仮に業績悪化を理由に非正規社員の労

働条件を変更する場合には、これを機会として同

時に雇用契約についても話し合いによって明確に

して欲しい。

●労働条件変更をきっかけとする期待効果

�いままで曖昧だった雇用契約の明確化
（契約更新有無、更新条件の明示等）

→将来、雇い止めを否認されないためのリ

スクヘッジ

�社会保険料会社負担の大幅削減
→総額人件費の削減

→一時休業、雇い止め、解雇の回避

●国の雇用対策の活用

その他、国の雇用対策を有効活用するのも一考

である。現在、国は企業の人員整理回避を支援す

るため、労働者を解雇せずに一時休業や教育訓練

を行う企業に対し、雇用調整助成金という助成金

を設けている。当初、この助成金を受給するため

の要件は厳しいものであったが、最近になって、

かなり緩和されつつあるため、是非有効活用する

べきである。

ポイント６．今後求められる人事施
策

業績悪化に伴って、現実に人員整理を行う場合、

通常、会社―対象労働者間で個別に面談を行うこ

とになる。そのときに「なぜ、あなたが対象にな

るのか」という説明ができなければ、当人はもと

より、人事担当者も困ることになろう。要するに

当事者間の納得感の問題である。

結論を急ぐならば、これからは「非正規社員だ

から…」という考え方は払拭するべきで、むしろ

「非正規社員だからこそ」という考え方になるべ

きである。したがって、これから求められる非正

規社員の人事施策については、下表のとおり、こ

れまであたり前に運用されている正規社員とほぼ

同様の施策を講じていくことが大前提となるであ

ろう。

●執筆者紹介

■江原 努（えはら つとむ）

社会保険労務士。金融機関、人事

コンサルティング・ファームを経

て現職。賃金・評価・退職金制度

等の人事制度全般の設計、労務監査、リスク防衛

型就業規則の策定支援等、人事コンサルティング

をメインに活動。一方で、書籍・専門誌の執筆活

動にも注力。


